様式第１号（第２条関係）
令和　　年　　月　　日

一関市長　様

申請者　住所　

氏名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　
法人その他の団体にあっては、
その名称及び代表者の氏名

固定資産税不均一課税適用申請書

一関市中心市街地における店舗等に係る固定資産税の不均一課税に関する条例施行規則第２条の規定に基づき、固定資産税の不均一課税の適用について申請します。

記

１　家屋に不均一課税を適用する場合
	所在地
	一関市

	種類
	

	構造
	

	面積
	
	床面積
	うち居住部分面積（注１）

	
	１階
	㎡
	㎡

	
	２階
	㎡
	㎡

	
	３階以上
	㎡
	㎡

	
	計
	㎡
	㎡

	建築年月日
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	取得年月日
	令和　　年　　月　　日
（原因年月日　令和　　年　　月　　日）

	取得方法
	□　新築
□　贈与・譲渡　　相手方　住所：
　　　　　　　　　　　　　氏名：




２　土地に不均一課税を適用する場合（注２）
	地　番
	一関市

	面　積
	　　　　　　　　　　　㎡



３　事業　（注３）
	事業種別
	

	事業内容
	

	開業年月日
	令和　　年　　月　　日



４　誓約事項
	下記の確認事項の承諾・同意・誓約及び申請書記載の内容は、事実と相違ありません。

□　私は、申請の日から５年以上継続して事業を営み、又は居住する意思を有します。
□　私は、市税の納付状況について市が閲覧することについて同意します。
□　私は、一関市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員、暴力団員等又は暴力団経営支配法人等若しくは暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有する者ではありません。

　令和　　年　　月　　日　
一関市長　様
氏名（注４）　






５　添付書類
　⑴　不動産登記事項証明書
　⑵　その他市長が必要と認める書類


注　１　「うち居住部分面積」欄は、対象家屋が併用住宅（事業の用に供する部分と居住その他の用に供する部分が併存する建物）である場合に、当該建物のうち居住その他の用に供する部分の面積を記載してください。
　　２　対象家屋の敷地である土地が複数（２筆以上）である場合は、当該敷地の地番、面積をそれぞれ記載すること。
　　３　「３　事業」欄は、対象家屋が店舗の場合に記載してください。
４　法人の場合は、法人名、役職名、代表者氏名を記載し、法人の印鑑を押印してください。



